
地方消費者行政の充実・強化について 

平成25年３月28日 地方協力課 

資料６ 第14回地方消費者行政専門調査会資料３ 
（消費者庁作成） より抜粋 
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407箇所 163.8億円 100.2兆円 平成10年度        
 
 

（出典）「都道府県等の消費者行政の現況」(平成21年度版 内閣府国民生活局)､「地方消費者行政の現況調査」(平成21年度、22年度版 消費者庁)､ 

    「消費生活年報」(国民生活センター)､「平成23年地方公共団体定員管理調査結果」(総務省)､「平成24年版地方財政の状況の概要」(総務省)等より作成。        

平成20年度 

平成21年度        
 
 

（注）週4日以上開設しているセンター数。 
   〈 〉内の数値は、消費者安全法上の 
   基準（週４日以上開所、相談員配置等） 
   を満たすセンター数。 

（4月1日時点）             
       90.2万件       

 
 

➢ 消費者庁設立までの10年間で相談件数は２倍以上増加した一方で、消費生活センターや相談員数など体制整備は 
  十分に追いついてこなかった。 
➢ 加えて、地方自治体の消費者行政予算は大幅な減少を示してきた。これを、地方自治体全体の予算と比較しても、 
  減少幅は大きく、厳しい予算削減の動きの中、相対的に消費者行政に「しわよせ」されていることが伺える。 

〈501箇所〉 
 

2,800人       
 
 

相談件数 消費生活ｾﾝﾀｰ 消費者行政予算 【参考】自治体全体（決算） 

（4月1日時点）             
       〈約122億円〉 約96.1兆円 

（注）消費者行政本課及び消費生活センターにおける予算。 
   〈 〉内の数値は、消費者行政本課及び消費生活センター以外の 
   部署における消費者行政予算を含めた予算。 
   << >>内の数値は、基金を合計した予算。 
 
   

一方、直近の動きをみると、相談窓口や相談員の増加など、全体的には充実の兆しもみられる。   

相談員 

95.0万件 
（約129％増） 

586箇所 
（約44％増）     

89.7兆円 
（約11％減） 

（最終予算）             
       約99億円 598箇所 

 

推進体制・予算の推移        

《約140億円》 

41.5万件 2,383人 

2,734人 
（約15％増） 

（注）消費者行政本課及び 
   消費生活センターに配属されている 
   職員数。 
   〈 〉内の数値は、自治体全体の職員数。 

消費者行政担当の
事務職員 

10,172人 
〈参考:325万人〉 

5,646人（約45％減） 
〈参考：290万人〉（約11％減） 

5,190人 
〈参考：286万人〉 

平成24年度        
 
 

87.9万件       
 
 

（平成23年度）             
       

100.8億円 
（約39％減） 

（4月1日時点）             
       

（4月1日時点）             
       

（当初予算）             
       

〈724箇所〉 
 3,391人       

 
 

5,182人 

〈参考：279万人〉 
（平成23年度）             
       

約113億円 〈約137億円〉 

《約167億円》 約94.8兆円 

（平成22年度）             
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 ○ 「現況調査」、「事業計画」、ヒアリングを基に、「基金」の活用状況等を整理。 

消費生活センター設置：３年間で２２３か所増加 

 ○ ２１年： ５０１か所 
 ○ ２２年： ６１１か所 （＋１１０か所） 
 ○ ２３年： ６８４か所 （＋ ７３か所） 
 ○ ２４年： ７２４か所 （＋ ４０か所） 

相談窓口設置市町村：３年間で２２８増加（センター含む） 

 ○２１年： １，３７５自治体 
 ○２２年： １，４９０自治体 （＋１１５自治体） 
 ○２３年： １，５８０自治体 （＋ ９０自治体） 
 ○２４年： １，６０３自治体 （＋ ２３自治体） 
    
【相談窓口の未設置状況】 
  ２４年 １１９市町村（未設置率： ６．９％）１５．５ポイント減 
 ←２１年 ３９６市町村（未設置率：２２．４％ 
  
【市町村（政令市含む）における相談窓口の人口カバー状況】 
  ２４年 ９９．０％（４．０ポイント増） ←２１年 ９５．０％ 

 
※各年４月１日 
※広域連合、一部事務組合または広域的連携により相談窓口（消費生活センター含む）を設置した管
内自治体については、設置自治体として整理。 

相談員の増員：３年間で５９１名増員 

○ ２１年：２，８００名（２，１４０名（７６．４％）） 

○ ２２年：３，１４６名（２，３２８名（７４．０％）） 

○ ２３年：３，３２１名（２，４９０名（７５．０％）） 

○ ２４年：３，３９１名（２，５６９名（７５．８％））  

メニュー別「地方消費者行政活性化基金」活用状況 

（21から23年（※）までの累計） 

○消費生活センター・相談窓口設置・・・・・・２２．１％ 

○消費生活相談員養成、研修開催・参加支援・・１０．５％ 

○相談員配置・増員等・・・・・・・・・・・・１４．７％ 

○相談窓口高度化・・・・・・・・・・・・・・ １．９％ 

○消費者教育・啓発・・・・・・・・・・・・・３７．１％ 

○商品テスト強化・・・・・・・・・・・・・・ ３．５％ 

○地方苦情処理委員会活性化・・・・・・・・・ ０．０％ 

○食品表示・安全機能強化・・・・・・・・・・ ２．６％ 

○オリジナル事業・・・・・・・・・・・・・・ ７．５％ 
 ※平成23年度は事業計画ベースの見込額 

 

消費者行政予算 

平成２４年７月現在 

相談員の処遇改善：３年間でのべ３４３自治体で報酬引上げ 

○ ２１年４月２日～２２年４月１日：１０２自治体 （１０都道府県、９２市町村） 

○ ２２年４月２日～２３年４月１日：１３０自治体 （１１都道府県、１１９市町村） 

○ ２３年４月２日～２４年４月１日：１１１自治体 （５都道府県、１０６市町村） 

 

          （合計）      （基金）  （自主財源）                                                                                                                                     

  ○２１年度 ： １６４億円  ４３億円  １２２億円              

  ○２２年度 ： １９４億円  ６９億円   １２５億円              

  ○２３年度 ： ２０７億円  ７０億円   １３７億円 

  ○２４年度※： １９４億円  ５７億円   １３７億円  
  

   【消費者行政予算のない市町村数】 

   ⇒２４年度当初予算：１３０市町村（全市町村に対する割合：７．５％） 

    （２１年度最終予算：２２３市町村（       〃      ：１２．９％））                     

地方消費者行政の現状 

※各年４月１日 
※括弧内は資格保有者数と割合 

※各年４月１日 

※２４年度のみ当初予算 
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